
地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定により、静岡県知事から包括外部監査結果に

基づく措置について通知があったので、次のとおり公表する。

令和６年３月19日

静岡県監査委員 森 裕

静岡県監査委員 渡 邊 芳 文

静岡県監査委員 竹 内 良 訓

静岡県監査委員 四 本 康 久

１ 包括外部監査の特定事件

令和４年度

「産業振興に関する施策の財務事務の執行について」

２ 措置の内容

別冊のとおり



令和４年度包括外部監査結果に基づく措置

注）表中「監査結果」欄の見出し記号は、令和４年度包括外部監査結果報告書の記号を表記

監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

Ａ 総論

意見

①成果指標と活動指標について

新ビジョンや経済産業ビジョン

における成果指標・活動指標は、

現状や課題の分析から県が目指す

べき姿を考え、それを実現するた

めの施策の具体的な成果や活動を

示すものとして設定されている。

しかし、一つの施策に複数の事業

がぶら下がっているものも多く、

新ビジョンや経済産業ビジョンに

おける成果指標・活動指標が、必

ずしも、一つ一つの実施事業を評

価するための指標として適してい

るとは言えない。

個々の事業を適切に評価するた

めには、事業単位で定量的・直接

的な指標を設定すべきである。

P27

～

29

措置

完了

新ビジョンや経済産業

ビジョンにおける成果指

標・活動指標が個々の事

業の評価に適さない場合

には、事業計画の立案や

予算編成作業等を通じ

て、新規事業や重点的に

取り組む事業を中心に、

事業単位で定量的・直接

的な評価が可能となるよ

うな固有の指標の設定に

取り組んだ。

令和６年

２月

政 策

管理局

Ｂ－01 マリンバイオ産業振興事業費

意見

②ＭａＯＩ機構に対する補助金の

支出状況の確認について

担当課は、ＭａＯＩ機構に対す

る補助金が適正に活用されている

かどうかを支出内容から検証し、

経理処理だけでなく、同機構の管

理体制全般を指導・監督すべき立

場にあるが、次のような見直しを

検討すべきである。

ア. 補助金の概算払の時期や回数

は、相手先の都合（特に資金

繰り）によるところが大きい

が、担当課として、概算払の

時期と関係なく、定期的に中

間検査を行う体制にする

イ. 中間検査や年次報告書の確認

などについて、マニュアルや

確認すべき事項をリストアッ

プしたチェックリストを用意

し、実際に確認作業を行った

際には、その結果がチェック

リストに記録されるようにす

ることで、一定の管理レベル

を維持できるようにする

P36,

37

措置

完了

令和５年 10 月に中間検

査の時期及び検査内容、

チェックリスト等を定め

たマニュアルを策定し、

毎年 10～12 月の期間内

に、事業進捗や収益等の

取扱い、経理処理等につ

いて中間検査を行う体制

とした。

当該マニュアルに基づ

き、令和５年 12 月にＭａ

ＯＩ機構にて中間検査を

実施し、チェックリスト

へ記録した。

引き続き、毎年の定期

的な中間検査を実施し、

機構に対する管理レベル

を維持していく。

令和５年

12 月

産業イ

ノベー

ション

推進課



Ｂ－17 豚熱防疫体制強化事業費

意見

②検査に関わる職員との契約につ

いて

当事業は、豚熱の発生に伴い令

和元年度から突発的に開始された

事業であり、捕獲したイノシシか

らの検体の検査などを行う職員を

臨時的に会計年度任用職員として

３人採用して対応している。

うち１人は、獣医師や臨床検査

技師などの専門資格を必要として

おり、採用される側にとっても、

単年度契約という不安定な立場で

あるため、適格者を採用するのは

なかなか容易ではない。今後、豚

熱が短期的に収束してくれればい

いが、長期化するようであれば、

職員の人員配置等を見直さない

と、当事業の継続が困難になるお

それがある。会計年度任用職員の

継続任用という方法だけで乗り切

れるかどうか、慎重に検討してお

くべきである。

P113
措置

完了

豚熱の収束は見通せず

長期化する見込みであ

り、検査を継続する必要

がある。

畜産振興課野生イノシ

シ対策班に獣医師を２

名、検査結果の鑑定を行

う中部家畜保健衛生所検

査課に獣医師を７名配置

し、会計年度任用職員を

随時指導できる体制を維

持するとともに、新たな

検査機械を導入して簡便

な検査を可能とした。

令和５年

11 月

畜 産

振興課

Ｂ－25 小中学校花いっぱい提供事業費

意見

①事業のあり方について

当事業は、コロナウイルス感染

症の拡大によって消費が減退した

花の生産者・販売者の支援と、将

来の消費層の拡大を目的に県内全

ての小中学校（802 校）に対し

て、花の配付を計画し、528 校

（延べ 817 校）に花が配付され

た。

より直接的で経済的な事業の企

画、現場の需要を精査した予算計

上方法、事業実施上のコスト意識

など、当事業のあり方、進め方に

ついて、特に、費用対効果、お金

の有効な使い方という点につい

て、反省や見直すべき点があった

ように思える。

当事業は、令和３年度の単発事

業で改善措置を図る余地がない

が、令和４年度には、国からの

「地方創生推進交付金」を財源に

小学校向けの花育スクールを中心

にした企画に形を変えて取り組ん

でいる。企画者である担当課に

は、教師というフィルターを介し

て対象者である子供たちに教育機

会が届くか、届かないのかの差が

生まれること、予算には表れない

現場の手間（＝人件費）がどれだ

P154

～

156

措置

完了

児童・生徒らを対象と

した花育は、花きの消費

に直接的にはつながりに

くいが、将来の消費者を

育成する上で重要な取組

と考え、令和４年度から

は、アレンジメント作成

出前講座を中心とした後

継事業に取り組んでい

る。

令和４年度事業では、

事業効果を実施校以外に

も波及させるため、各学

校での取組の様子をＳＮ

Ｓで発信した。令和５年

度事業では、制作したア

レンジメントを家庭に持

ち帰るための袋を用意す

ることにより、事後に家

庭で観賞してもらうこと

とし、その後の花の利用

につながるよう講座の実

施内容を工夫した。

令和５年度事業の募集

では、担当課から直接、

学校に希望調査をかけた

り、調査票を簡略化する

など、教育委員会や学校

の手間が減るよう募集方

令和６年

３月

農 芸

振興課



けかかるのか、希望が出ない学校

にこそ当事業に対する評価が現れ

ることなどを意識して事業を進め

ていただきたい。

法を見直すとともに、委

託業務の中で後片付けを

しゴミを持ち帰るよう、

学校の負担を意識して、

講座の実施方法を見直し

た。

あわせて、より多くの

学校に希望していただけ

るよう、募集時に、これ

まで実施した学校や生徒

の感想を紹介するなど、

事業の進め方を見直し

た。

Ｂ－28 駿河湾深層水総合利用促進事業費

意見

①送水ポンプの修繕計画の策定に

ついて

１日１系統当たり 1,000ｔの海

洋深層水が取水され、約半分が県

の水産利用施設（＝研究施設）、

残り半分が焼津市の脱塩施設や漁

協、民間の事業会社等に利用され

ている。利用者は海洋深層水を脱

塩水の製造、水産物の洗浄や保

冷、水産加工などの日常の営業活

動に利用しており、水道水と同じ

ように安定的に供給することが強

く期待されるが、取水供給施設に

ある送水ポンプの老朽化が進んで

いる。現在、２系統のうち 397ｍ

深層水系統においては、３つある

ポンプのうち、１つは停止中だっ

たものを令和４年度に取替工事を

して運転中であるが、残りの２つ

は不調という状況にある。

担当課では、この数年、ポンプ

の修繕予算を見積もってはいるも

のの、現実には突発的な他の修繕

等に回されていて、計画的にポン

プが修繕できていない状況にあ

る。まずは、ポンプの具体的な修

繕計画を策定して、計画的にポン

プの修繕を予算化し、実行するべ

きである。

P167
措置

完了

397ｍ深層水系統の送水

ポンプ３基については、

令和４年度時点で不調と

なっていた２基のうち１

基について、令和５年９

月に修繕工事が完了し

た。現在、正常に稼働す

るポンプは２基となり、

深層水は安定的に供給さ

れている。

270ｍ深層水系統の送水

ポンプ３基については、

令和６年度当初予算で１

基の更新費を措置してい

る。

あわせて、両系統の送

水ポンプを計画的に更新

するための年次計画を策

定した。

令和５年

９月

水 産

振興課

Ｂ－29 水産業振興資金利子補給金

意見

①利子額の検証手続の見直しにつ

いて

県から信漁連への利子補給の交

付額の確定に当たり、信漁連の計

算データと担当課の計算データを

照合し、その時に差異の補正作業

が行われている。利子補給は、当

年度に融資が実行されたものだけ

P171,

172

措置

完了

「信漁連のデータをエ

クセルファイルに変換し

て、承認番号をキーに自

動照合」できるようなシ

ステム改修等について

は、新たな費用が発生す

ることに鑑み、データ照

合の前のデータ入力時に

令和６年

１月

水 産

振興課



ではなく、過年度に融資が行われ

ているものも対象になるので、毎

回 600 件を超えるデータを照合す

ることになるが、特に、新規案件

や条件変更を行った案件について

は差異が生じやすい。

担当課の管理ファイルを見る

と、信漁連のデータと県側のデー

タの両方に細かくチェックの証跡

があり、手作業で照合が丹念に行

われたことが確認できる。差異が

生じている案件を見つけるための

照合作業については民間のシステ

ム会社に相談して、信漁連のデー

タをエクセルファイルに変換し

て、承認番号をキーに自動照合で

きるような方法を検討してもいい

のではないかと思われる。

随時照合を行うことと

し、本照合の際の事務量

を大幅に削減した。

意見

②バックアップデータの保存方法

の見直しについて

担当課では、漁業近代化資金以

外のメニューに関するエクセルフ

ァイルを課内の２つのハードディ

スクに保存しているが、地震など

で入室ができなくなった場合には

あまり意味がない状態にある。

利子の計算データは再生が難し

く、バックアップデータを確実に

残すように保存方法について見直

しをすべきである。

P172
措置

完了

利子の計算データのバ

ックアップについて、課

内の共有ハードディスク

だけでなく、電子県庁課

が管理している「統合管

理サーバー」に保存する

こととした。
令和６年

１月

水 産

振興課

Ｂ－31 水産イノベーション推進事業費助成

意見

②事業の有効性の確認について

「水産イノベーション対策支援

推進事業費補助金交付要綱」に

は、補助金を交付された漁業者等

に対して、一定期間の状況報告を

求めるような規定は設けられてお

らず、「同事業実施要領」の「第

７ 取組目標達成に向けた支援」

において、「静岡県漁業協同組合

連合会又は県から、補助事業年度

終了後の水産業者等の取組状況に

ついて照会があった場合は、当該

照会に対し回答するものとする」

と規定するに留まっている。

担当課は県漁連から補助事業終

了後の取組状況に関する記録を入

手し、顕著な成果のあった一部の

取組については水産業者等へのヒ

アリングを行っているものの、そ

の他の取組については精査してい

る形跡は見られなかった。担当課

へのヒアリングの結果、必ずしも

要綱で補助事業終了後５年間の報

P182,

183

措置

完了

令和５年 10 月に、令和

３年度の補助事業につい

て、補助事業実施者への

取組状況の照会と併せ

て、「事業目標達成への

補助金の貢献度」及び

「補助金の内容に対する

意見等」について調査を

行った。

その結果、目標達成度

は 43％に留まったものの

事業貢献度は 82％と高か

った。これは、県下全般

で不漁の影響が色濃い中

で、補助事業の実施を通

して事業継続ができたこ

とを評価してのものであ

った。

また、補助金の内容に

ついては、申請書類の簡

素化や補助上限額の引上

げなどの意見のほか、補

助事業の実施継続に対す

令和６年

２月

水 産

振興課



告を求めるなどの規定にする必要

性はないようにも思われる。

しかし、新型コロナウイルス感

染症関連持続化給付金の不正受給

問題や焼津漁協での不正事件を考

えると、県税が使われる以上、特

定の業界内部での信頼関係という

視点よりも、外部の県民からどの

ように見えるか、という視点を重

視して、要綱における報告義務

や、県と県漁連の事後確認手続に

ついては、他の事業とのバランス

を図る必要があると考える。

当事業については、現状、令和

５年度までとされているが、令和

６年度以降も別の形で漁業者に対

する支援を行う可能性があれば、

有効性の事業評価と併せて、現行

制度の使い勝手、見直すべき点な

どを関係者に確認する調査も行う

ことを提案したい。

る要望が多数あった。

以上のことを踏まえ、

令和６年度から開始する

新たな補助事業では、水

産関係所得の 10％向上を

統一の目標として水産業

者の取組を支援するほ

か、事業終了後５年間の

報告の義務付けや申請書

類の簡素化、外部委員へ

の概要報告などの制度改

善を図ることとした。

Ｂ－34 地域創業支援事業費助成

意見

①起業家への支援金の審査基準の

見直しについて

当事業では、２段階の審査を経

て、交付が決定されたにもかかわ

らず、辞退しているケースが 42

件中５件あり、決定額ベースで１

割以上減少している状況になって

いる。

この５件の辞退理由について

は、開業予定地が使用できなくな

ったものが２件、開業予定地の変

更で期間内の実行ができなくなっ

たものが１件、就労先の副業許可

に時間がかかり期間内の実行がで

きなくなったものが１件、従業員

の確保が困難で開業が遅れたもの

が１件という内訳であるが、審査

において今まで以上に事業計画の

実行可能性を見極めていくことが

重要である。そのためには、例え

ば、次のような取組を検討すべき

ではないかと考える。

ア.これまでの辞退者の事例を分

析し、開業準備で失敗しやす

い要因を整理する（令和３年

度の事例を見る限り、場所と

人の確保に失敗しているケー

スが多いように思われる）

イ.上記アの情報を審査委員にも

提供し、書面審査や面談時に

おける留意事項とする。

P200,

201

措置

完了

これまでの辞退者の事

例を分析し、開業準備で

失敗しやすい要因を整理

した。整理した情報を審

査委員にも提供し、審査

会における留意事項とし

た。

令和５年

６月

産業イ

ノベー

ション

推進課



Ｂ－40 産業成長促進費助成

意見

①制度の周知について

制度が開始された平成 27 年度

から令和３年度までの７年間で利

用した事業者は、15 社で延べ 34

件である。このうち、複数回利用

した事業者が８社を占めており、

５回利用した事業者も３社ある。

本制度は、県内産業の成長に資

する設備投資を行う大企業・中堅

企業を対象とした融資に対して行

われるものであるため、中小企業

者向けとは異なり、そもそもの対

象者は多くはない。しかし、７年

間で 15 社の利用は決して多いと

は言えず、利用者に偏りも生じて

いる。制度を上手く活用して複数

回利用している事業者がいる一方

で、制度そのものを知らない事業

者が一定数いるのではないかと思

われる。

県は、「県制度融資等のご案

内」というパンフレットを取扱金

融機関に配布をしており、本制度

についてもパンフレット内に記載

され、紹介がされている。しか

し、当該パンフレットは中小企業

者を対象とした融資制度の紹介が

メインであり、大企業・中堅企業

を対象とした周知に向いていると

は言えない。

本制度を含めた大企業・中堅企

業向けの助成メニューに特化した

案内資料を作成し、対象企業にダ

イレクトメール（ＤＭ）などを送

る等の方法で、周知する方法をと

ることも検討すべきではないかと

考える。

P222,

223

措置

完了

制度を知らない事業者

に対する情報提供の手法

を検討し、令和５年７月

から東京事務所企業誘致

班が中堅企業・大企業を

訪問する際に、当資金の

チラシを持参し、制度の

周知に努めることとし

た。

なお、当資金について

は、令和５年度末で新規

受付を終了する予定であ

る。

令和６年

２月

商 工

金融課

Ｂ－53 地域企業人材確保事業費

意見

①ホームページのアクセス数の確

認について

「しずおか人材確保サポートデ

スク」の活動状況について、担当

課ではコーディネーターが支援し

た企業数やマッチングサイトへの

掲載求人数に注視しているが、マ

ッチングサイトへのアクセス数に

ついては確認していない。

マッチングサイトへの掲載求人

数の確認は企業への働きかけがど

れだけできているのかを評価する

意味で重要であるが、このマッチ

ングサイトがどれだけ見られてい

るのかを確認し、アクセス数が低

P277
措置

完了

マッチングサイトを令

和５年９月１日に再構築

し、これまで把握できて

いなかったマッチングサ

イトの活用状況（求人へ

の応募件数、流入経路

等）が解析可能となっ

た。

また、しずおか人材確

保サポートデスクの活動

状況については、掲載求

人数による効果測定を継

続していく。

令和５年

９月

労 働

雇 用

政策課



調であれば、内容の見直しを検討

することも必要ではないかと考え

る。

意見

②静岡Ｕ・Ｉターン就職サポート

センターの学生の登録勧誘方法に

ついて

担当課は、静岡県出身者の多い

全国の大学約 250 校に、静岡Ｕ・

Ｉターン就職サポートセンターに

関連する紙媒体の郵送と電子媒体

の配付を行っているが、新規登録

者（学生）の実績を見ると、あま

り当事者たちの目には届いていな

いように思われる。県から発信さ

れた情報が学生に届くまでには、

大学の取組状況や学生自身の自発

的な情報収集姿勢に委ねられるこ

とから、できるだけ県から学生た

ちに直接的に就職サポートセンタ

ーの案内が届くような体制が構築

されるのが望ましい。また、県外

に出てしまった後から就職サポー

トセンターの案内をするのではな

く、県内にいる間、つまり、高校

卒業前に数年後の就職活動のため

に登録しておくことを勧めた方が

効果的である。

この点、県では当事業以外に

「ふるさととつながる『ふじのく

にパスポート』事業費」の事業メ

ニューとして、高校卒業時に「ふ

じのくにパスポート」（カード）

とチラシを生徒に配付する取組を

行っている。「ふじのくにパスポ

ート」のチラシに就職サポートセ

ンターへの登録の案内も併記し、

高校卒業時に「ふじのくにパスポ

ート」のＬＩＮＥ・メルマガ登録

と併せて、就職サポートセンター

への登録もしておくことを促すよ

うな働きかけは現実的かつ効率的

な方法として検討できるのではな

いかと考える。

P277,

278

措置

完了

高校卒業時に配付する

「ふじのくにパスポー

ト」のチラシに、静岡

Ｕ・Ｉターン就職サポー

トセンターに関する情報

を盛り込み、県内の高

校、特別支援学校、専修

学校等へ配付した。

令和６年

１月

労 働

雇 用

政策課


